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【概 要】  

人口減少や高齢化により地域公共交通の維持などの社会課題に対して、モビィリテイ

DX の議論が盛んになってきている。そして、2024 年 6 月に公開された政府の骨太の方針

では、自動運転車優先レーンの設置や、2024年度に約100か所の一般道での自動運転の運

行、2025年度に全都道府県での自動運転の通年運行の計画・実施が目指されている。 

 他方、自動運転システムは人間ドライバーの様々な機能を代替するという総合的な技

術システムであって、この普及に向けては技術開発だけではなく交通ルールをはじめと

した社会全体で解決すべき課題が多く存在する。そのため、ISO/IEC、SAE（Society of 

Automotive Engineers）、IEEE等の標準化団体によって、自動運転に関連する様々な領域

（人工知能、ネットワーク、安全性等）で国際標準の策定が進んできている。また関連

して、自動運転システムに必要となる様々な機能を目的として、一般社団法人 Autoware 

Foundation が無償公開するソフトウェア（OSS）により、世界中のあらゆる研究者・開発

者による最先端の研究成果を反映することが可能なオープンな開発環境の構築も進行中

である。 

 この国際標準化と OSSに関する活動は、本来独立したものであるが、イノベーションの

促進や知識・技術の普及という共通項を持つことから、相互に補完しあう関係性をもっ

ている。言い換えれば、OSS の普及により迅速な開発と実装を可能にすることは、伝統的

な標準化プロセスが厳密な検証と公式な認証を提供することと両立し得る。つまりは効

果的な標準化が実現可能と考える。また、OSS により、従来の国際標準化のプロセスに参

加が難しかった個人開発者や小規模企業も貢献でき、そこで形成されるエコシステムに

よって自動運転の普及が加速されることや、安全性を確保するというメリットも考えら

れる。しかし、一方で標準化に OSSを用いる場合の新たな課題も存在する。具体例として

は、標準が固まる前にOSSの実装が進み過ぎて互換性の問題が生じる可能性や、ユーザー

や開発者がどのバージョンを「標準」とみなすべきか混乱する可能性などが挙げられ

る。この様な標準化とOSSの関係性により生じる新たなメリット・デメリットがどのよう

に自動運転の発展に影響を与えるのかについて検証する。 

◆ 自動運転OSSの国際標準化 :エコシステムによる普及加速と安全性の担保 ◆ 
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本セッションでは、まず自動運転を社会実装しようとしている立場から自動運転技術

について概要を紹介する。そして、OSS による国際標準化のユースケースを例に挙げて国

際標準化と OSSの関係性に関して議論を進める。そして、実務家を交えたパネルディスカ

ッションにより様々な視点から自動運転における OSSに基づく国際標準化のメリット・デ

メリットついて深く検討する。 
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